
 

 

 

 

 

― 建築物の耐震改修の促進に関する法律第７条第２号及び第３号 － 

（要安全確認計画記載建築物の耐震診断結果の報告について） 

 

 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成7年法律第123号）（耐震改修促進法）の一部

を改正する法律が、平成25年11月25日に施行され、また、岡山市耐震改修促進計画で建築

物が地震によって倒壊した場合において、県または市が指定する相当数の建築物が集合し、

または集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路等を指定したことで、多数の

者の円滑な避難を困難とする既存耐震不適格建築物については、耐震診断を実施し、2021

年3月31日までにその結果を所管行政庁に対して報告することが義務付けられました。すで

に耐震診断済みの建築物又は耐震改修済みの建築物の所有者も、その結果を報告する必要

があります。 

 

 

 報告の前に、所有する建築物が耐震診断の結果の報告が必要かどうか、あらかじめ岡山

市に対して事前協議をしてください。 

 事前協議には次の書類をご用意ください。協議終了後、その結果を記した事前協議書（様

式１）に岡山市の受付印を押印し、その写しをお返しします。 

 

ご用意いただく書類 記入内容など 

事前協議書（様式１） 氏名、住所、連絡先等、必要事項を記入してください。 

委任状（任意様式） 

協議者が、所有者本人以外の場合に添付してください。

（所有者である法人の代表者が、その法人に所属する

者（従業員等）に委任する場合を除きます。） 

建築基準法の規定に適合し、な

おかつ適切に維持管理してい

ることを証する書面等 

確認済証及び検査済証の写し、確認済みであることの

証明書、建築計画概要書の写し、定期調査報告書の写

し等をご用意ください。 

付近見取図、配置図、各階平面

図、床面積求積図 

建築物の用途や規模、建築の経緯、確認済証及び検査

済証の交付番号と日付等、それぞれの図面に必要事項

を記入してください。 

立面図又は断面図 

軒及び庇の出、地盤面及び前面道路の路面の中心から

の建築物の各部分の高さ、敷地に接する道路の種類、

幅員及び種類がわかる書類等をご用意ください。 

その他市長が必要と認めた書

面 

判断に当たって、必要な情報が不足している場合は、

追加資料の提出を求めることがあります。 

 

建築物の耐震診断の結果を報告される方へ（ご案内） 

耐震診断の義務付け対象建築物について 

事前協議について 



※注意 

国土交通省が行う補助制度「耐震対策緊急促進事業」に基づいて、「改正耐震改修促進法

における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書」（以下「確認書」といいます。）

を岡山市長から交付されている場合は、確認書の写しの提出をもって事前協議に代えるこ

とができます。 

 

 

 事前協議の結果、所有する建築物が耐震診断の結果の報告が必要と判断された場合には、

耐震診断を実施し、その結果を 2021 年 3 月 31 日までに岡山市に報告してください。 

 報告には次の書類をご用意ください。報告書は２部提出してください。報告書受理の際、

岡山市の受付印を押印して１部お返しします。 

 

ご用意いただく書類 記入内容など 

報告書（第21号様式） 必要事項を記入してください。 

委任状（任意様式） 報告者が、所有者以外の場合に添付してください。 

事前協議の結果を記した事前

協議書の写しとそれに添付し

た書類の写し 

事前協議書の写しに代えて「確認書」とその添付図書の

写しを提出いただいてもかまいません。 

耐震診断実施者が有資格者で

あることを証する書面 

平成25年11月25日以降に耐震診断を実施する場合に

添付してください。（法律に規定する資格を有する者によ

る耐震診断の実施が必要です。） 

第三者判定機関が発行した耐

震診断結果の判定書及びこれ

に付属する判定概要書の写し 

耐震診断の結果が、法律に規定する技術指針事項に適合

することを証するものとして添付を求めるものです。な

お、すでに耐震改修工事を実施した建築物については、

耐震改修計画についての判定書及びこれに付属する判定

概要書の写しを添付してください。 

建築物の耐震改修工事の施工

状況報告書（様式２） 

すでに耐震改修工事を実施した建築物について、耐震改

修計画のとおりに適切に施工されているかを確認しま

す。 

その他市長が必要と認めた書

面 

報告書の受理に当たって、必要な情報が不足している場

合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

 

 

・事前協議及び報告手続きに係る手数料は不要です。 

・事前協議において、必要に応じて現地の状況を確認させていただくことがあります。 

・建築基準法の規定（特に耐震関係規定）に適合していない建築物に係る報告書は受理す

ることができません。 

 

 

〒700-8544 岡山市北区大供一丁目１番１号 

          岡山市建築指導課 建築安全推進係 

電話 086-803-1445（直通） 

報告書の提出について 

事前協議及び報告に関する注意事項 

問い合わせ・協議書及び報告書の提出先 


